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要旨：コンクリート構造物の長寿命化策の精緻な検討には，損傷度の定量化が不可欠である。本研究では AE

法を導入した圧縮強度試験を実施し，AE 発生挙動と応力‐ひずみ挙動の両観点からコンクリートの損傷度評

価を試みた。評価指標には，AE 発生挙動の定式化より得られる βと損傷力学における損傷パラメータ λを用

いた。両指標の関係からコンクリート・コアを「損傷域」，「中間域」，「無損傷域」の 3 区分に評価し，P 波

速度との関係を考察した。検討の結果，λと βの関係から損傷と評価されたコンクリート・コアは無損傷のも

のと比較して P 波速度の低下が確認され，損傷度評価との関係が示唆された。 
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1. はじめに 

 長期供用下にあるコンクリート構造物では，ひび割れ

を中心とするコンクリート損傷が発達している。既存施

設の適切な維持管理には，構造材料の強度特性に加えて，

コンクリート損傷の定量的評価が不可欠である。 

このような技術的課題に対して，筆者らは AE

（Acoustic Emission）法と損傷力学を用いたコンクリー

トの定量的損傷度評価について検討している 1)。提案手

法は，圧縮強度試験に AE 計測を導入し，圧縮破壊過程

における AE 発生挙動と応力レベルの関係式から，コン

クリート損傷を評価するものであり，既設構造物より採

取したコンクリート・コアに対しても評価可能であるこ

とが確認されている 2)。ひび割れ損傷の顕在化したコン

クリートの圧縮破壊挙動評価では，AE 計測に 3 次元画

像解析（DICM）を組み合わせ，圧縮破壊過程における

変形挙動と AE 発生挙動から損傷コンクリートの詳細評

価を試みている 3)。一連の研究結果より，ひび割れ損傷

の進行が圧縮破壊過程の変形挙動と AE 発生挙動の双方

に影響を及ぼしていることが明らかとなった。 

 本論では，圧縮破壊時に発生する AE とひずみレベル

の関係に着目し，AE 発生挙動の定式化からコンクリー

トの損傷度評価を試みた。供試体は，水中凍結融解試験

により人工的に損傷を与えたコンクリート・コアと既存

施設より採取したコンクリート・コアである。実験的検

討では， P 波速度の測定によるコンクリートの物性評価

を行った後，AE 法を導入した圧縮強度試験よりコンク

リートの損傷度評価を行った。評価指標には，応力‐ひ

ずみ挙動から得られる損傷パラメータと AE 発生特性を

用いて，両指標の関係からコンクリート損傷を評価した。

これらの結果から，コンクリートの損傷度評価と P 波速

度との関係を考察した。 

2. 解析手法 

2.1 AE発生挙動の定式化 

 コンクリートの圧縮強度試験において，AE の発生挙

動は微小ひび割れの発生過程と対応している。微小ひび

割れは漸増的に発生，集積され，主破壊に至る。ひび割

れ発生に対応する AE 発生挙動は，微小ひび割れの集積

により累進的に増加する。この過程は，あるひずみレベ

ルで発生するひび割れ総数に依存し，既存の破壊域が次

の破壊域の進展を支配すると考えられる。その場合には，

確率過程論における定式化が可能である 4)。 

AE の発生総数を N，ひずみレベルを εとし，AE 発生

確率密度関数を f(ε)とすると，εから ε + dεへのひずみの

増分に対し，以下の式(1)を導くことができる。 

 
N

dN
εdεf                 (1) 

 AE 発生確率密度関数 f(ε)に対し，損傷度の定量化の

ために，以下の指数関数を仮定する。 

   βεαεf exp               (2) 

ここで α，βは定数である。 

式(2)において，β 値はひずみレベル ε での AE 発生頻

度を反映し，載荷初期段階の AE 発生確率により，その

正負が決定する。β 値が正の場合，AE 発生確率密度関

数 f(ε)は低ひずみレベルで低いことを意味し，材料が無

損傷であると評価できる。β 値が負の場合，AE 発生確

率密度関数 f(ε)は載荷初期段階の低いひずみレベルにお

いて高いことを意味し，コンクリートが損傷した状態で

あると評価することができる。このモデルは，圧縮応力

下でのひずみレベルが低い段階での AE 発生挙動により

損傷の進行を判断するものである。 

本研究では，圧縮応力下における AE 発生挙動とひず

みレベルの関係を定式化し，β 値をコンクリート損傷に
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関する評価指標とした。AE 発生確率密度関数 f(ε)とひ

ずみレベルの関係を図-1に示す。 

2.2 損傷パラメータによる力学特性評価 

応力‐ひずみ挙動におけるコンクリート損傷の定量

化には，初期接線弾性係数 E0と割線弾性係数 Ecの関係

から導出される損傷パラメータ λを用いた。 

損傷力学では，材料損傷の程度を示す指標として損

傷変数 Ωが用いられ，弾性係数の相対値として以下の式

より定義されている。 

*
1Ω

E

E
                 (3) 

ここで，E：損傷を受けた材料の弾性係数，E*：損傷を

受けていない健全な材料の弾性係数である。 

Loland5) は，損傷変数であるΩと圧縮応力下でのひず

み量 εの関係を式(4)として定義した。 

λεA00ΩΩ                (4) 

ここで，Ω0：初期損傷度，A0，λ：材料定数である。 

式(3)および式(4)から式(5)が導出される。 

 εεAEEσ λ
0

*
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式(5)および図-2 から以下の式が得られる。ここで，

図-2の εc：最大ひずみである。 
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 式(6)と式(7)より損傷パラメータ λが得られる 6)。 
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                              (8) 

本研究では，式(8)より算出される損傷パラメータ λと

圧縮応力下における AE 発生挙動の定式化により得られ

る β値からコンクリートの損傷度評価を試みている。 

3. 実験方法 

3.1 供試体 

実験的検討に用いた供試体は，損傷状況の異なる 115

本のコンクリート・コアである。供試体の構成は，水中

凍結融解試験により人工的に損傷を与えたコンクリー

ト・コア（以後，モデル試験と称す） 60 本と損傷を与

えていないコンクリート・コア（以後，無損傷サンプル

と称す）18本，実構造物より採取したコンクリート・コ

ア（以後，実構造物と称す） 37 本である。実構造物の

コンクリート・コアでは，摩耗損傷や凍害損傷，硫化水

素による劣化が顕在化したものである。本論では，水中

凍結融解試験を施したサンプルを「モデル試験」と称し，

後述する物性値の評価からモデル試験をモデル試験（無

損傷域）とモデル試験（中間域）に分類し，考察してい

る。 

0 ひずみレベル（%）
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E
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生
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率
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度
関
数

f(
ε)     expf  0

 0    expf

 

図-1 AE発生確率密度関数 f(ε)とひずみレベルの関係 

表-1 コンクリートの配合 

セメント 
最大粒径 W/C s/a スランプ 空気量 単位量（kg/m3） AE 剤 

（mm） （%） （%） （cm） （%） W C S G （cc） 

普通ポルトランド 

セメント 
20 55 43.1 7.9 6.3 182 331 746 1204 133 

0
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εc

ひずみ

応
力

 

図-2 応力‐ひずみの関係 
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図-3 圧縮強度試験概要図 
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水中凍結融解試験では 100，200，300サイクルの 3種

類の実験条件で行った。水中凍結融解試験に用いたコン

クリートの配合を表-1に示す。 

3.2 P波速度試験 

コンクリート・コアの物性評価のため，コアの P波速

度を計測した。計測装置は Pundit Lab を使用した。入力

超音波は 54 kHz である。探触子にはグリスを薄く塗布

し，コンクリート・コアとの密着性を高めた。P 波速度

の計測は無損傷のコンクリート・コア 4本，人工的に損

傷を与えたコンクリート・コア 28 本，実構造物より採

取したコンクリート・コア 25本，計 57本を対象に実施

した。 

3.3 圧縮強度試験 

本研究では，圧縮強度試験に AE 計測を導入し，圧縮

破壊過程に発生する AE を検出した。計測装置は

SAMOS である。計測はコンクリート・コアの側面部に

ひずみゲージおよび AE センサを設置して行った。しき

い値は 42 dBとし，60 dBの増幅をプリアンプとメイン

アンプで行った。AE センサは 150 kHz 共振型センサを

用いた。実験の概要図を図-3に示す。 

 

4. 結果および考察 

4.1 損傷パラメータλとβ値を用いた損傷度評価 

AE 計測を導入した圧縮強度試験より，損傷パラメー

タ λと βを算出した。 

λ は式(8)より定義され，初期接線弾性係数と割線弾性

係数の関係式より導出される。コンクリート標準示方書
7)において提案されている応力‐ひずみ曲線では 0.1λ

となることが確認されている。λ は，初期接線弾性係数

と割線弾性係数の差分（ cEE 0 ）が低下することにより

評価値が増加する。β は式(2)の AE 発生挙動とひずみレ

ベルの関係式から導出される評価値であり，コンクリー

ト損傷の進行に伴って βは低下する。 

コンクリート・コアの損傷度評価には，λ と β の関係

からコンクリートを「損傷域」，「中間域」，「無損傷

域」に区分し評価している（図-4）。本論では，無損傷

域のしきい値を水中養生 28日のコンクリート・コアによ

り設定した。評価値 λと βの正規性を仮定し，正規分布

より無損傷域のしきい値を決定した。コンクリート標準

示方書[設計編：本編] 7)では，材料の設計強度に材料強度

の特性値が用いられている。特性値の算出には材料強度

のばらつきを想定し，正規分布において試験値が特性値

を下回る確率を 5%としている。本研究では，評価値の

安全性を考慮し，評価値の平均値から標準偏差を反映し

た値をしきい値として設定した。図-5，6は，λおよび β

のヒストグラムと正規分布の確率密度関数 f(x)を表した

ものである。 

損傷域
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図-4 コンクリート損傷度評価の概要図 
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図-5 λのヒストグラム 

 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0

1

2

3

4

0
.0

1

0
.0

2

0
.0

3

0
.0

4

0
.0

5

0
.0

6

確
率
密
度
関
数

f(
x)

頻
度

β

0.042 (平均)

0.033 (平均-標準偏差)

 

図-6 βのヒストグラム 
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図-7 コンクリートの損傷度評価モデル 
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λの場合，応力-ひずみ曲線における弾性係数の変化量

（ cEE 0 ）が低下すると共に，評価値は増加することか

ら，無損傷域のしきい値は，平均値に標準偏差を足し合

わせた値（λ=1.061）を上限とした（図-5）。βの場合，コ

ンクリート損傷の進行に伴って評価値は低下することか

ら，平均値から標準偏差を差し引いた値（β=0.033）を下

限とするしきい値を設定した（図-6）。以上の検討結果

から，無損傷域を λ≦1.061かつ β≧0.033の範囲とした。 

損傷域は，λのしきい値（λ=1.061）を上回る範囲とし，

βでは 0.00未満の範囲と設定した。損傷域と無損傷域の

条件に該当しない範囲を中間域と設定した。損傷度評価

モデルを図-7に示す。 

損傷状況の異なるコンクリート・コアを用いて，λ と

βの関係から損傷度を評価した結果を図-8に示す。図に

明記した無損傷サンプルは，損傷を与えていないコンク

リート・コアであり，無損傷域に評価されたサンプルで

ある。モデル試験は水中凍結融解試験により損傷を与え

たコンクリート・コアであり，中間域から無損傷域に評

価された。実構造物は，既設構造物から採取したコンク

リート・コアであり，損傷域から中間域に評価された。 

本研究では，無損傷サンプル，モデル試験（中間域），

モデル試験（無損傷域），実構造物を対象に力学特性評価

を行うとともに，評価値 λと βの分布特性を正規分布よ

り評価した。 

4.2 コンクリートの力学特性 

 コンクリート・コアの力学特性を表-2 に示す。最大

応力の平均値は，無損傷サンプルで 36.9 N/mm2，モデル

試験（無損傷域）で 38.4 N/mm2，モデル試験（中間域）

で 38.2 N/mm2，実構造物で 22.4 N/mm2となった。無損

傷サンプルはモデル試験（無損傷域）の 96.1 %であり，

モデル試験（中間域）は 99.4 %であった。無損傷サンプ

ルとモデル試験の差は最大で 3.9 %と低く，最大応力の

平均値は同程度であることが確認された。 

最大ひずみの場合，無損傷サンプルで 2,420 µ，モデル

試験（無損傷域）で 2,475 μ，モデル試験（中間域）で

2,175 µ，実構造物で 1,548 µとなった。無損傷サンプル

とモデル試験（無損傷域）の差は 55 µであり，モデル試

験（中間域）との差は 245 µであった。 

モデル試験（中間域）では，最大ひずみの低下が確認

されたものの，最大応力と初期接線弾性係数は無損傷サ

ンプルと同程度であり，力学特性において明確な差は確

認されなかった。 

4.3 評価値λとβの分布特性評価 

評価値 λ と β の分布特性を正規分布により評価し，t

検定より評価値の有意差を検証した。コンクリートのよ

うな脆性材料では，評価値がばらつくことが想定される。

各サンプルの評価値の差は，ばらつきにより偶然生じる

可能性がある。このため，t 検定を用いて，各サンプル

の有意差を P 値により定量的に評価した。 

λ では，無損傷サンプルとモデル試験（無損傷域）以

外の組み合わせにおいて有意水準 5 %で有意差が確認さ

れた（表-3）。図-9から無損傷サンプルとモデル試験（無

損傷域）では λの分布範囲が重複し，平均値と標準偏差

が類似していることが確認された。 

β の場合，有意差はモデル試験（無損傷域）とモデル

試験（中間域）以外の組み合わせにおいて確認された（表
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損傷域 中間域

無損傷域

 

図-8 コンクリートの損傷度評価 

表-2 コンクリート・コアの力学特性 

 

最大応力 

（N/mm2） 

最大ひずみ 

（μ） 

初期接線弾性係数 

（GPa） 

割線弾性係数 

（GPa） 
λ α β 

サンプル 

サイズ 

無損傷サンプル 
36.9 2,420 32.0 15.3 0.92 0.002 0.051 

11 
[6.0] [390] [2.8] [1.2] [0.06] [0.001] [0.009] 

モデル試験 

（無損傷域） 

38.4 2,475 31.8 15.6 0.96 0.001 0.044 
18 

[5.1] [131] [4.2] [2.3] [0.08] [0.001] [0.009] 

モデル試験 

（中間域） 

38.2 2,175 32.2 17.6 1.24 0.002 0.041 
49 

[5.1] [219] [3.5] [2.1] [0.27] [0.003] [0.015] 

実構造物 
22.4 1,548 27.3 18.6 2.37 0.083 -0.009 

37 
[7.9] [822] [15.3] [10.6] [0.91] [0.173] [0.026] 

※ 数値は平均[標準偏差]を示す。 
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-3）。βの分布特性からモデル試験（無損傷域）とモデル

試験（中間域）の平均値は類似しているものの，分布形

状は異なることが確認された（図-10）。 

λ と β の分布特性から，モデル試験（無損傷域）と無

損傷サンプルの分布範囲は概ね一致していることが確認

された。モデル試験（中間域）では，分布形状が異なる

ものの無損傷サンプルおよびモデル試験（無損傷域）の

分布範囲と重複しているが確認された。 

モデル試験は水中凍結融解試験により人工的に損傷

を与えたコンクリート・コアであり，凍結融解のサイク

ルを 100～300 に設定した。表-4 は各サイクルにおける

評価値の統計量である。λ の平均値は，200 サイクルの

1.24が最も大きく，0サイクルの 0.96が最小であった。

200 サイクルは 0 サイクルの 1.3 倍であった。βの場合，

0サイクルで 0.042となり，300 サイクルで 0.049となっ

た。300サイクルは 0サイクルの 1.2倍であり，λと同様

に明確な差は確認されなかった。以上のことから，モデ

ル試験における評価値のばらつきは小さく，無損傷サン

プルとの相違が明確に表れなかったものと推察される。 

実構造物では分布形状および分布範囲が無損傷サン

プルやモデル試験と大きく異なることが確認された。こ

れは，既設構造物より採取したことに起因していると考

えられる。実構造物では損傷要因が複数あり，損傷の進

行が異なることから，無損傷サンプルやモデル試験の分

布特性と明確に異なったものと考えられる。 

4.4 P波速度計測によるコンクリート損傷度評価 

コンクリート・コア 57 本を対象に P 波速度を計測し

た。無損傷サンプルでは，P波速度 3,632～3,850 m/s（平

均値：3,778 m/s）を記録し，モデル試験（無損傷域）で

は 3,710～4,080 m/s（平均値：3,857 m/s）となった。モ

デル試験（中間域）では 3,370～4,080 m/s（平均値：3,725 

m/s）となり，実構造物では 1,680～3,971 m/s（平均値：

3,103 m/s）となった。無損傷域に含まれるコンクリー

ト・コアの P 波速度は 3,632～4,080 m/s であることが確

表-3 λとβの t検定 

データセット λ β 

無損傷サンプル モデル試験（無損傷域） 1.28×10-1 3.55×10-2* 

無損傷サンプル モデル試験（中間域） 5.45×10-10* 2.12×10-3* 

無損傷サンプル 実構造物 1.26×10-11* 5.41×10-15* 

モデル試験（無損傷域） モデル試験（中間域） 1.33×10-8* 3.40×10-1 

モデル試験（無損傷域） 実構造物 2.73×10-11* 2.77×10-17* 

モデル試験（中間域） 実構造物 5.52×10-9* 6.10×10-15* 

※ 数値は P 値を示す。 

有意水準は 5 %であり，P 値<0.05で帰無仮説を棄却する。 

 

表-4 凍結融解サイクルと損傷パラメータの関係         表-5 クリギング処理の条件 

サイクル 
λ β 

サンプルサイズ  
座標データ β，λ 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
 

測定データ P 波速度 

0 0.96 0.11 0.042 0.009 18 
 
セミバリオグラムモデル 球形モデル 

100 1.09 0.19 0.043 0.018 21 
 

分割数 縦 30×横 30 

200 1.24 0.28 0.044 0.012 18 
   

300 1.18 0.16 0.049 0.014 17 
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図-9 λの分布特性                   図-10 βの分布特性 
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認された。 

本研究では，λ と β による損傷度評価とコンクリート

物性（P 波速度）の関係を考察した。検討の結果を図-11

に示す。図—11 では，プロットしたデータ間の P 波速度

を補完するためクリギング処理 8)を行った。解析条件を

表-5 に示す。クリギングでは，λ と β を座標データ，P

波速度を計測データに設定し解析を行った。 

図-11から無損傷域では P 波速度 3,700～4,100 m/s の

範囲であるのに対して，損傷域では 1,700～3,500 m/s の

範囲であった。P 波速度にばらつきがあるものの，損傷

域の P 波速度は無損傷域と比較して低く，最大で 2,400 

m/s 低下していることが確認された。 

 

5. おわりに 

検討の結果を以下に列挙する。 

(1) 評価指標である λと βを用いてコンクリート・コア

を「無損傷域」，「損傷」，「中間域」の 3区分に

分類し評価した。無損傷のコンクリート・コアを

用いて無損傷域を設定した結果，健全は λ≦1.061

かつ β≧0.033の範囲となった。 

(2) λと βの分布特性を評価した。無損傷サンプルとモ

デル試験（無損傷域）では平均値と標準偏差が類似

していたことから分布範囲が重複していることが

確認された。実構造物では，正規分布の形状や範

囲が異なることから，損傷の進行が無損傷サンプ

ルやモデル試験と明確に異なるものと示唆された。 

(3) コンクリート・コアの P 波速度と損傷度評価との

関係について考察した。検討の結果，損傷域の P

波速度は，無損傷域と比較して最大で 2,400 m/s低

下していることが確認され，損傷度評価と P 波速度

との関係が示唆された。 
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図-11 コンクリート損傷と P波速度の関係 
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